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不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号ガ目

不正競争防止法第2条第1号ナ目



不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号ダ目

不正競争防止法第2条第1号ラ目

不正競争防止法第2条第1号マ目



不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号バ目

不正競争防止法第2条第1号サ目

不正競争防止法第2条第1号ア目



不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号ザ目

不正競争防止法第2条第1号チャ目



不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号カ目



不正競争行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第1号タ目

不正競争防止法第2条第1号パ目



営業秘密侵害行為(法第2条第3号)

不正競争防止法第2条第3号ガ目

不正競争防止法第2条第3号ナ目

不正競争防止法第2条第3号ダ目

不正競争防止法第2条第3号ラ目



営業秘密侵害行為(法第2条第1号)

不正競争防止法第2条第3号マ目

不正競争防止法第2条第3号バ目





アイディア奪取行為禁止(2018年4月17日改正、2018年7月18日施行)

ソースコード、ブランドネーム、ロゴ、シンボルマーク、内部容器、マッサージ器突起の形状〮パターン・間隔など



アイディア奪取行為禁止(2018年4月17日改正、2018年7月18日施行)

認定事例

否定事例



人的識別標識の無断使用行為の禁止(2021年12月7日改正、2022年4月20日施行)

BTS写真集事件(大法院2020年3月26日付2019マ6525決定)をきっかけに新設



人的識別標識の無断使用行為の禁止(2021年12月7日改正、2022年4月20日施行)

BTS写真集事件(大法院2020年3月26日付2019マ6525決定)をきっかけに新設



成果盗用行為の禁止(2013年7月30日改正、2014年1月31日施行)

当時チャ目として立法されたが、現在はパ目に移動



成果盗用行為の禁止(2013年7月30日改正、2014年1月31日施行)

当時チャ目として立法されたが、現在はパ目に移動



成果盗用行為の禁止(2013年7月30日改正、2014年1月31日施行)

当時チャ目として立法されたが、現在はパ目に移動



成果盗用行為の禁止(2013年7月30日改正、2014年1月31日施行)

当時チャ目として立法されたが、現在はパ目に移動



成果盗用行為の禁止(2013年7月30日改正、2014年1月31日施行)

認定事例

否定事例



本資料に対する著作権等すべての権利は法務法人世宗及び作成弁護士に属するため、事前の許可なく本資料を使用、複製、配布、活用したり、他の
法律事務所などの第三者に提供することは固く禁じられています。本資料に関して疑問がある場合には、法務法人世宗またはこの資料に記載された担
当弁護士に連絡してください。



不正競争防止法の

近時の改正

知財ネット弁護士 齋藤理央

２０２５年 ４月 ４日



不正競争防止法の近時の改正

近時の不正競争防止法改正のうち、エンターテイメントビジネスの競争規律にも関連

すると考えられる点を中心に述べる。







第１ 商品形態模倣のデジタルへの拡張

商品形態模倣がデジタルへ拡張された。デジタル空間における商品形態の模倣行為に

ついて、デジタル空間上でも不正競争行為の対象とし、差止請求権等を行使できるよう

にする。



不正競争防止法（日本不正競争防止法）２条１項３号

「他人の商品の形態（当該商品の機能を確保するために不可欠な形態を除く。）を模

倣した商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展示し、輸出し、輸入

し、又は電気通信回線を通じて提供する行為」



＿改正前＿＿

１ 現実→現実



＿改正後＿＿

２ デジタル→デジタル（例えば、他者のメタバースアイテムを模倣するような場

合）

３ 現実→デジタル（例えば、他者の現実の商品を模倣したメタバースアイテムをメ

タバース上で販売するような場合）

４ デジタル→現実（例えば、他者のメタバース商品を模倣した商品を現実で販売す

るような場合）



＿改正後＿＿



https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/r5kaisei06.pdf

不正競争防止法等の一部を改正する法律 【知財一括法】の概要
経済産業政策局知的財産政策室 特許庁制度審議室



商品形態模倣のデジタルへの拡張

著作権法で保護できない化粧紙のデザインについて一般不法行為で保護することと

された平成 ３年１２月１７日東京高裁判決・判時 １４１８号１２０頁等を受けて

の法改正と言われている。

上記の例のとおり、日本では保護されにくい衣服、商品デザインなどについてＮＦ

Ｔやメタバースなどデジタルも関係した侵害事例については本改正による保護も期待

される。



「不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律」（韓国不正競争防止法）２条１号

リ、他人が製作した商品の形態（形状ㆍ模様ㆍ色彩ㆍ光沢またはこれらを結合したことをいい、試製品または
商品紹介書上の形態を含む。以下同じ）を模倣した商品を譲渡ㆍ貸与またはこのための展示をしたり輸入ㆍ輸
出する行為。

但し、次のいずれか一つに該当する行為は除外する。

（１）商品の試製品製作など商品の形態が備えられた日から３年が過ぎた商品の形態を模倣した商品を譲渡
ㆍ貸与またはこのための展示をしたり輸入ㆍ輸出する行為

（２）他人が製作した商品と同種の商品（同種の商品がない場合には、その商品と機能および効用が同一で
あるか類似した商品をいう。）が通常的に有する形態を模倣した商品を譲渡ㆍ貸与またはこのための展示をし
たり輸入ㆍ輸出する行為

崔達龍国際特許法律事務所

https://www.choipat.com/menu31.php?id=20&ckattempt=1 より



第２ 営業秘密・限定提供データ



１ 営業秘密

平成２７年改正により営業秘密の保護範囲の拡大、罰則の強化、民事的救済の実効性

向上などの多角的な保護強化がされた。その上で令和５年に下記の点などを含む法改正

がされた。



１）裁判管轄・準拠法の整理

令和５年改正により、日本国内で事業を行う企業の、日本国内で管理体制を敷いて管
理している営業秘密に関する民事訴訟であれば、海外での侵害行為も日本の裁判所で
日本の不競法に基づき提訴できる旨を明確化した（不正競争防止法１９条の２、３）。



２）営業秘密使用の推定規定の拡充

また、令和５年改正により、営業秘密使用等について推定され、立証の負担が軽減

される範囲が拡充されている（不正競争防止法５条の２）。



２ 限定提供データ

平成３０年改正により限定提供データの保護がされることになった（参考→韓国不正競争防止法
２条１号ル目。）。

限定提供データ＝「相当量蓄積され」、「特定の者」に限定して提供されている要保護性のある
データを意味している。「相当量蓄積され」ているかはデータの量だけでなく質も踏まえて判断
するとされている。

例えば、バンドスコアや棋譜情報は？

さらに、３Ｄモデルの設定情報は？３Ｄモデルの振り付けデータは？

限定提供データについては、さらに令和５年改正で営業秘密の保護との関係が整理されている。



第３ 上記以外の近時の主な不正競争防止法改正



１ 損害賠償額算定規定の拡充

日本では懲罰的賠償規定は導入されていない。その範囲内ではあるが、一部の不正競

争行為についてデータや役務の提供も損害算定の対象とされたほか、販売（提供）能

力を超えた侵害行為についてもライセンス相当量の賠償額を算定できるなど賠償額算

定規定拡充の措置がとられた（不正競争防止法５条１項等）。



２ 外国公務員贈賄に対する罰則の強化・拡充

海外での贈賄行為を従業員の国籍を問わず処罰可能とし、結果として外国人従業員

が所属する日本企業も両罰規定により処罰できることを明確化した（不正競争防止法

２１条１１項）。



第４ パブリシティ権・人の声の権利など

生成ＡＩなども念頭に、パブリシティ権や人の声の権利保護が検討され不正競争防止法も

有力候補。

知的財産推進計画２０２４

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/chitekizaisan2024/pdf/siryou2.pdf

「生成ＡＩにおける俳優や声優等の肖像や声等の利用・生成に関し、不正競争防止法との関

係について、考え方の整理を行い、必要に応じ、見直しの検討を行う。また、他人の肖像や

声等の利用・生成に関し、その他の関連法についても、法的考え方の整理を行う。 （短

期・中期）（経済産業省、文化庁、特許庁、法務省、消費者庁）」



「不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律」（韓国不正競争防

止法）２条１項

ヲ、国内に広く認識され、経済的価値を持つ他人の声明、肖像、音声、署名等、その

他人を識別できる表紙を公正 な商取引慣行や競争秩序に反する方法で、自身の営業

のために無断で使用することにより他人の経済的利益を侵害する行為

崔達龍国際特許法律事務所

https://www.choipat.com/menu31.php?id=20&ckattempt=1 より



その後、２０２５年３月２５日に公表された経済産業省経済産業政策局 知的財産政策室「前
回までにいただいた御指摘事項等に 係る対応について」（ 令和７年３月）においては、事

業者間の競争規律においてパブリシティや人の声の権利を不正に利用するケースについて、
現行の不正競争防止法による対処が示唆されている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisan/fusei_kyoso/pdf/028_04_
00.pdf

韓国の改正法施行後の状況も非常に参考にされながら、今後も議論が継続されると思われる。



第５ 一般不法行為



１ 韓国の場合不正競争防止法に一般条項

「不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律」（韓国不正競争防止法）２条１項

ワ、その他に、他人の多額の投資や努力で作られた成果等を公正な商取引慣行や競
争秩序に反する方法で自己の営業のために無断で使用することにより、他人の経済的
利益を侵害する行為

崔達龍国際特許法律事務所
https://www.choipat.com/menu31.php?id=20&ckattempt=1 より



２ 日本の場合

不正競争防止法に一般条項なし

そこで、一般不法行為による保護はできるか。

しかし、平成１７年７月１４日最高裁第一小法廷判決・民集５９巻６号１５６９頁

北朝鮮事件

「同条各号 所定の著作物に該当しない著作物の利用行為は，同法が規律の対象とす

る著作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益を侵害するなどの特段の

事情がない限り，不法行為を構成するものではないと解するのが相当である。」



「１審原告Ｘ１の主張が，本件放送によって，１審原告Ｘ１が本件契約を締結するこ

とにより行おうとした営業が妨害され，その営業上の利益が侵害されたことをいうもの

であると解し得るとしても，前記事実関係によれば，本件放送は，テレビニュース番組

において，北朝鮮の国家の現状等を紹介することを目的とする約 ６分間の企画の中で，

同目的上正当な範囲内で，２時間を超える長さの本件映画の うちの合計２分８秒間分

を放送したものにすぎず，これらの事情を考慮すれば，本件放送が，自由競争の範囲を

逸脱し，１審原告Ｘ１の営業を妨害するものであるとは到底いえないのであって，１審

原告Ｘ１の上記利益を違法に侵害するとみる余地はない。」



同裁判例はその後知的財産権法一般に拡充して理解されており同裁判例後、不正競争

行為に該当しない行為についても、不法行為と評価される例はなかったと言われている。

しかし、昨年（令和６年）頃からこの傾向に変化が生じているように思われる。



令和６年６月１９日東京高判（令和３年（ネ）第４６４３号）バンドスコア事件

「採譜したバンドスコアを同人に無断で模倣してバンドスコアを制作し販売等する

行為については、採譜にかける時間、労力及び費用並びに採譜という高度かつ特殊な

技能の修得に要する時間、労力及び費用に対するフリーライドにほかならず、営利の

目的をもって、公正かつ自由な競争秩序を害する手段・態様を用いて市場における競

合行為に及ぶものであると同時に、害意をもって顧客を奪取するという営業妨害によ

り他人の営業上の利益を損なう行為であって、著作物の利用による利益とは異なる法

的に保護された利益を侵害するものということができるから、最高裁平成２３年判決

のいう特段の事情が認められる」



令和６年５月３１日大阪高等裁判所判決（令和５（ネ）２１７２

号）ワンスプーン事件

原告商品の商品名自体が不競法上の周知商品等表示と認められず、本件販売行為が

不正競争を構成しないとしても、需要者の誤認を利用するものといえる上記被控訴人

による被告商品の販売態様は、自由競争の範囲を逸脱した違法な販売態様で控訴人の

顧客を奪っているものといえるから 不法行為を構成するというべきである。



令和７年１月３０日大阪高等裁判所判決（令和６年（ネ）第３３８

号等）棋譜配信事件

被控訴人による本件動画の配信は、控訴人の営業上の利益を侵害する違法なもので

あって不法行為に該当し、これによって得られる利益は法律上保護される利益に該当

しないから、本件動画の配信との関係では、被控訴人には不競法によって保護される

べき「営業上の利益」も「営業上の信用」も存在するとはいえない。

したがって…控訴人の本件削除申請により被控訴人は法律上保護される利益を侵

害されたとはいえないから、被控訴人の控訴人に対する不法行為に基づく損害賠償請

求にも理由がない。



AI

日本でもAIの限定提供データによる保護など不正競争防止法による保護、一般不法
行為による保護などが問題となるだろう・・・

※日本法は、機械学習については著作権法上権利が制限されている。



Idea

アイディアについては日本の不正競争防止法においてチャ目に相当する規定なし

チャ（・ヌ）目

事業提案、入札、公募等の取引交渉または取引過程で経済的価値を有する他人の技術
的または営業上のアイディアが含まれた情報をその提供目的に違反して自身または第
3 者の営業上利益のために不正に使用したり他人に提供して使用するような行為。但
し、アイディアの提供を受けた者が提供を受ける当時既にそのアイディアを知ってい
たりそのアイディアが同種業界で広く知られていた場合には、この限りでない。



부정경쟁방지법
최근 개정

지재넷 변호사 사이토 리오

2025년 4월 4일



부정경쟁방지법 최근 개정

최근의 부정경쟁방지법 개정 내용 중 엔터테인먼트 비즈니스의 경쟁규율과 관련이 있
다고 생각되는 사항을 중심으로 설명.



제1 상품형태모방의 디지털로의 확장

상품형태모방이 디지털로 확장. 디지털 공간에서의 상품형태 모방행위에 대해 디지

털 공간에서도 부정경쟁행위의 대상으로 보고 금지청구권 등을 행사할 수 있도록 함.



부정경쟁방지법(일본 부정경쟁방지법) 제2조 1항 3호

"타인의 상품의 형태(해당 상품의 기능을 확보하기 위하여 필수적인 형태는 제외한다) 

를 모방한 상품을 양도, 대여, 양도 또는 대여를 위한 전시, 수출, 수입하거나 전기통신

회선을 통하여 제공하는 행위"



＿개정 전＿＿

1 현실 → 현실



＿개정 후＿ ＿

2 디지털→디지털(예: 타인의 메타버스 아이템을 모방하는 경우)

3 현실→디지털(예: 타인의 현실 상품을 모방한 메타버스 아이템을 메타버스에서

판매하는 경우)

4 디지털→현실(예: 타인의 메타버스 상품을 모방한 상품을 현실에서 판매하는

경우)



https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/r5kaisei06.pdf 

부정경쟁방지법등의 일부를 개정하는 법률 [지재일괄법] 개요
경제산업정책국 지적재산정책실 특허청 제도심의실



상품형태모방의 디지털로의 확장

저작권법으로 보호할 수 없는 무늬시트 디자인에 대해 일반불법행위로 보호를

판단한 1991년 12월 17일 도쿄고등법원 판결・판시 제1418호 120페이지 등에 따른 법

개정으로 알려져 있음.

위의 예와 같이 일본에서는 보호받기 어려운 의류, 상품 디자인 등에 대해 NFT나 메

타버스 등 디지털도 관련된 침해 사례에 대해서는 본개정에 따른 보호도 기대됨.



「부정경쟁방지 및 영업비밀보호에 관한 법률」(한국 부정경쟁방지법) 
제2조 제1호

자. 타인이 제작한 상품의 형태(형상ㆍ무늬ㆍ색채ㆍ광택 또는 이들을 결합한 것을 말
하며, 시제품 또는 상품소개서상의 형태를 포함한다. 이하 같다)를 모방한 상품을 양
도ㆍ대여 또는 이를 위한 전시를 하거나 수입ㆍ수출하는 행위.

다만, 다음의 어느 하나에 해당하는 행위는 제외한다.

(1) 상품의 시제품 제작 등 상품의 형태가 갖추어진 날로부터 3년이 지난 상품의 형
태를 모방한 상품을 양도ㆍ대여 또는 이를 위한 전시를 하거나 수입ㆍ수출하는 행위

(2) 타인이 제작한 상품과 동종의 상품(동종의 상품이 없는 경우에는 그 상품과 기
능 및 효용이 동일하거나 유사한 상품을 말한다)이 통상적으로 가지는 형태를 모방한
상품을 양도ㆍ대여 또는 이를 위한 전시를 하거나 수입ㆍ수출하는 행위



제2 영업비밀 및 제한적 제공 데이터



1 영업비밀

2015년 개정으로 영업비밀의 보호범위 확대, 처벌 강화, 민사적 구제의 실효성 향상

등 다각적인 보호 강화가 이루어짐. 그 후 2023년에 아래와 같은 사항을 포함한 법 개정

이 이루어짐.



1) 재판관할 및 준거법의 정리

2023년 개정으로 일본 국내에서 사업을 영위하는 기업의, 일본 국내에서 관리체제를 갖추고

관리하는 영업비밀에 관한 민사소송이라면 해외에서의 침해행위도 일본 법원에서 일본 부정

경쟁방지법에 따라 제소할 수 있다는 점을 명시함(부정경쟁방지법 제19조의 2, 3) .



2) 영업비밀 사용 추정 규정의 확충

또한, 2023년 개정으로 영업비밀 사용 등에 대해 추정되어 입증부담이 경감되는 범

위가 확충됨(부정경쟁방지법 제5조의2).



2 제한적 제공 데이터

2018년 개정으로 제한적 제공 데이터의 보호가 이루어지게 됨(참고→한국 부정경쟁방
지법 제2조 제1호 카목).

제한적 제공 데이터 = “상당량 축적”, “특정인”에게 제한적으로 제공되는 보호 필요
성이 있는 데이터를 의미. “상당량 축적” 여부는 데이터의 양뿐만 아니라 질도 고려하
여 판단한다고 함.

예를 들어, 밴드스코어나 기보 정보는?

또한, 3D 모델의 설정 정보 및 3D 모델의 안무 데이터는?

제한적 제공 데이터에 대해서는 2023년 개정으로 영업비밀 보호와의 관계가 정리됨.



제3 상기 이외의 최근 주요 부정경쟁방지법 개정 사항



1 손해배상액 산정 규정 확충

일본에는 징벌적배상규정이 미도입. 그 범위내에 해당되나, 일부 부정경쟁행위에 대

해 데이터나 서비스 제공도 손해배상액 산정의 대상이 되었으며, 판매(제공) 능력을

초과한 침해행위에 대해서도 라이선스 상당량의 배상액을 산정할 수 있는 등 배상액

산정 규정을 확충하는 조치가 취해짐(부정경쟁방지법 제5조 제1항 등).



2 외국공무원 뇌물공여에 대한 처벌 강화 및 확충

해외에서의 뇌물공여 행위를 직원의 국적을 불문하고 처벌할 수 있도록 하여 ,  결과적
으로 외국인 직원이 소속된 일본 기업도 양벌규정으로 처벌할 수 있음을 명시함(부정
경쟁방지법 제21조 제11항).



제4 퍼블리시티권, 사람 음성의 권리 등

생성형 AI 등을 염두에 두고 퍼블리시티권이나 사람 음성의 권리 보호가 검토되어

부정경쟁방지법도 유력한 후보로 거론.

지적재산추진계획 2024

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/chitekizaisan2024/pdf/sir you2.pdf

"생성형 AI의 배우나 성우 등의 초상이나 목소리 등의 이용 및 생성과 관련하여, 부

정경쟁방지법과의 관계에 대해 관점을 정리하고, 필요에 따라 개정을 검토한다. 또한, 

타인의 초상이나 목소리 등의 이용・생성에 관하여 기타 관련법에 대해서도 법적

관점을 정리한다. (단기∙중기) (경제산업성, 문화청, 특허청, 법무성, 소비자청)"



「부정경쟁방지 및 영업비밀보호에 관한 법률」
(한국 부정경쟁방지법) 제2조 1항

타. 국내에 널리 인식되고 경제적 가치를 가지는 타인의 성명, 초상, 음성, 서명 등

그 타인을 식별할 수 있는 표지를 공정한 상거래 관행이나 경쟁질서에 반하는 방법

으로 자신의 영업을 위하여 무단으로 사용함으로써 타인의 경제적 이익을 침해하는

행위



그 후, 2025년 3월 25일에 발표된 경제산업성 경제산업정책국 지식재산정책실

「지금까지의 지적사항 등에 관한 대응에 대하여」(2025년 3월)에서는 사업자 간 경

쟁 규율에 있어서 퍼블리시티권이나 사람 음성을 부정하게 이용하는 경우에 대해 현

행 부정경쟁방지법에 의한 대응을 시사. 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisan/fusei_kyoso/pdf/02

8_04_00.pdf

한국의 개정법 시행 후의 상황도 크게 참고하며, 향후로도 논의가 계속될 것으로 보

임.



제5 일반불법행위



1 한국의 경우 부정경쟁방지법 일반 조항

「부정경쟁방지 및 영업비밀보호에 관한 법률」(한국 부정경쟁방지법) 제2조 1항

파. 그밖에 타인의 상당한 투자나 노력으로 만들어진 성과 등을 공정한 상거래 관행이나

경쟁질서에 반하는 방법으로 자신의 영업을 위하여 무단으로 사용함으로써 타인의 경제적

이익을 침해하는 행위



2 일본의 경우

부정경쟁방지법에 일반 조항 없음

그렇다면 일반불법행위로 보호 가능한가?

그러나, 2005년 7월 14일 최고재판소 제1소법정 판결・민집 59권 6호 1569쪽

북한 사건

"동조 각호 소정의 저작물에 해당하지 않는 저작물의 이용행위는 동법이 규율

대상으로 하는 저작물 이용으로 인한 이익과는 다른 법적으로 보호되는 이익을 침해

하는 등 특별한 사정이 없는 한 불법행위를 구성하지 않는다고 보는 것이 상당하다."



"1심 원고 X1의 주장이 본건 방송으로 인하여 1심 원고 X1이 본건 계약을 체결하여

실시하려 했던 영업이 방해를 받아 그 영업상의 이익이 침해되었다는 것이라고 해석

할 수 있다고 하더라도, 앞서 본 사실관계에 의하면, 본건 방송은 TV 뉴스 프로그램

에서 북한의 국가 현황 등을 소개하기 위한 약 6분 정도의 기획 가운데, 2시간이

넘는 길이의 본건 영화 중 총 2분 8초를 방송한 것에 불과하고, 이러한 사정을 고려

하면 본건 방송이 자유경쟁의 범위를 일탈하여 1심 원고 X1의 영업을 방해하는 것이

라고는 도저히 볼 수 없으며, 1심 원고 X1의 위 이익을 위법하게 침해한다고 볼 여

지가 없다."



위 재판례는 그 후 지적재산권법 일반으로 확대되어 이해되고 있으며, 위 재판례

이후 부정경쟁행위에 해당하지 않는 행위에 대해서도 불법행위로 판단된 사례는 없

었다고 함. 그러나 작년(2024년) 무렵부터 이러한 경향에 변화의 조짐이 보임.



2024년 6월 19일 도쿄고등법원 판결(2021년(네) 제4643호) 
밴드스코어 사건

"채보한 밴드스코어를 동인에게 무단으로 모방하여 밴드스코어를 제작하여 판매

등을 하는 행위는 채보에 소요되는 시간, 노력 및 비용과 채보라는 고도의 특수한 기

능 습득에 필요한 시간, 노력 및 비용에 대한 무임승차에 다름 아니며, 영리를 목적

으로 공정하고 자유로운 경쟁 질서를 해치는 수단∙태양을 통해 시장에서의 경쟁행위

에 이르는 것이며 이와 동시에 해악의 의도를 가지고 고객을 탈취하는 영업방해를

통해 타인의 영업상의 이익을 해치는 행위로서 저작물 이용에 의한 이익과는 다른

법적으로 보호되는 이익을 침해하는 행위라고 할 수 있으므로, 최고재판소 2011년

판결에서 말하는 특별한 사정이 인정된다." 



2024년 5월 31일 오사카 고등법원 판결(2023(네)2172호) 
원스푼 사건

원고 상품의 상품명 자체가 부정경쟁법상의 주지상품 등 표시로 인정되지 않고, 본

건 판매행위가 부정경쟁행위를 구성하지 않는다고 하더라도, 수요자의 오인을 이용

한 것이라고 할 수 있는 위 피항소인의 피고 상품의 판매태양은 자유경쟁의 범위를

일탈한 위법한 판매태양으로 항소인의 고객을 빼앗은 것이라고 할 수 있기 때문에

불법행위를 구성한다고 보아야 한다.



2025년 1월 30일 오사카 고등법원 판결(2024년(네) 제338호 등) 
기보스트리밍 사건

피항소인의 본건 동영상 스트리밍은 항소인의 영업상 이익을 침해하는 위법한

것으로서 불법행위에 해당하고, 이로 인해 얻은 이익은 법률상 보호되는 이익에 해

당하지 않으므로, 본건 동영상의 스트리밍과 관련하여 피항소인에게는 부정경쟁방지

법에 의해 보호되어야 할 '영업상 이익'도 '영업상의 신용'도 존재한다고 할 수 없다.

따라서...항소인의 본건 삭제신청에 따라 피항소인이 법률상 보호되는 이익을 침

해받았다고 볼 수 없으므로, 피항소인의 항소인에 대한 불법행위에 따른 손해배상

청구도 이유가 없다.





걸그룹 뉴진스와 기획사 간의 전속계약 분쟁
– 서울중앙지방법원 2025카합20037결정을중심으로

3

마약, 학교폭력 등의 계약상 ‘사회적 물의’의 의미 15

최근 지상파 방송 3사와 네이버 간 AI 학습 데이터 관련 소송 38





어도어 –걸그룹뉴진스간전속계약 체결

어도어 –하이브간 Business Unit 업무지원서비스위탁계약체결 (PR 및커뮤니케이션 지원서비스포함)

어도어가민OO을대표이사직에서 해임, 대표이사변경

뉴진스는민OO의대표이사복귀를포함한다수의시정사항을전달하고, 시정이되지않을경우전속계약을해지한다고통지

어도어가위통지에대한회신을하는날, 뉴진스는기자회견을열어어도와의전속계약을해지한다는내용을발표

어도어는뉴진스를상대로전속계약유효확인의 소를제기함. 

하이브멀티레이블구조
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광고모델의품위유지의무관련기존법리(대법원 2009. 5. 28. 선고 2006다32354 판결). 

광고주가모델이나유명연예인,운동선수등과사이에광고모델계약을체결하면서출연하는유명연예인등에게일정한수준의명예를유지할

의무를 부과하는 품위유지약정을 한 경우, 위와 같은 광고모델계약은 유명 연예인 등을 광고에 출연시킴으로써 유명 연예인 등이 일반인들에

대하여 가지는 신뢰성, 가치, 명성 등 긍정적인 이미지를 이용하여, 광고되는 제품에 대한 일반인들의 구매 욕구를 불러 일으키기 위한

목적으로체결되는것이므로, 위광고에출연하기로 한모델은위와같이일정한 수준의명예를유지하기로한 품위유지약정에 따라 계약기간

동안광고에적합한자신의긍정적인이미지를유지함으로써그것으로부터발생하는구매유인효과등경제적가치를유지하여야할계약상

의무, 이른바품위유지의무가있고, 이를이행하지않는경우에는광고모델계약에 관한채무불이행으로인한손해배상채무를면하지못한다.

계약

조항

“모델”은본계약기간동안광고모델로서의자신의품행이 “광고주＂에게직접적인영향을미칠수있음을깊이인식하고현행법령을
위반하거나공인으로써품위를해치는행위(음주운전, 뺑소니, 폭행, 학교폭력, 마약또는향정신성의약품불법사용, 사기, 성범죄, 

도박, 조세포탈, 관세법위반등각종범죄혐의로입건되거나“모델＂이스스로인정하는경우를말한다)로인해사회적물의를
야기함으로써 “광고주＂의제품이미지및기업이미지에손상을가하거나광고효과를감소시키는행위를해서는아니된다. 다만, 

사실로확인되지않은루머및사실이아닌것으로확인된내용에대한언론보도, 네티즌의인신공격등은이에포함되지않는다.



계약

조항

OOO는본드라마에관한일체의활동이타인의저작권, 기타지적재산권, 명예, 프라이버시를침해하지않는것을포함하여

대한민국의어떠한법령에도위배되지않는다는것을보증하며, 본드라마의제작방영과관련, 사회적물의(마약, 간통, 사기등의죄로

형벌을받을경우)를일으켜연기자로서의품위를손상시키는행위를하지않아아한다.‘
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네이버및네이버클라우드는국내기업최초의초대규모언어모델생성형 AI인하이퍼클로바(HyperCLOVA)를 개발

하이퍼클로바를공개하고, 2023. 8. 하이퍼클로바의업그레이드 버전이자한국어에최적화된대규모언어모델생

성형 AI인하이퍼클로바X를 공개

지상파방송 3사는네이버와체결한뉴스콘텐츠제휴계약에 따라지상파방송 3사가소유한뉴스콘텐츠를

네이버에제공. 해당계약에따르면뉴스콘텐츠와출처정보에 대한지식재산권은방송 3사에귀속한다고함

지상파방송 3사들은네이버가하이퍼클로바및하이퍼클로바X를 개발및운용하는과정에서방송 3사의대량의

뉴스콘텐츠를 AI 학습데이터로 계약범위를초과하여이용하였다고 주장하며문제제기

방송 3사는네이버에저작권침해소송을제기



1. 네이버등의

저작권침해행위

생성형 AI 학습 과정

학습데이터 세트구성및구축에서 이루어지는방송 3사의뉴스콘텐츠의 저장, 처리, 복제, 전송

위구성된학습데이터세트의복제, 전송, 2차적저작물작성

반복학습및기술고도화과정에서 반복되는복제, 전송, 2차적저작물작성

학습의결과로생성된새로운산출물의복제권, 전송권, 2차적저작물작성권 침해

방송 3사의뉴스콘텐츠무단스크래핑 및크롤링

네이버 등의침해행위의 고의성이 명백하다고 주장

2. 네이버등의

부정경쟁행위

제2조 제1호 (카)목 –데이터 부정사용행위

제2조 제1호 (파)목 –성과도용 부정경쟁행위

3. 네이버등의

민법상불법행위

방송3사가 상당한 시간과 비용을 투자하여 제작한 기사는 법적 보호 필요하다고 주장

네이버 등의행위는 상거래관행이나 공정한경쟁질서에 반하는 것이고, 

방송 3사와의 협력관계나 신뢰관계까지 무너뜨린다고 주장
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https://blog.naver.com/yulchonlaw
https://www.youtube.com/channel/UCPB6RXK3lcSJ-_Dxqh_GgYg
https://www.linkedin.com/company/yulchon-llc/
https://www.yulchon.com/ko/main/main.do




ガールズグループ「NewJeans」と所属事務所間の専属契約紛争
– ソウル中央地裁2025カ合20037決定を中心に

3

麻薬、校内暴力などの契約上の「社会的物議」の意味 15

近年の地上波放送3社とネイバー間のAI学習データ関連訴訟 38





ADOR - ガールズグループNewJeans（ニュージーンズ）間の専属契約締結

ADOR - HYBE間のビジネスユニット業務支援サービス委託契約締結（PR及びコミュニケーション支援サービスを含む）

ADORがミン・OOを代表取締役から解任、代表取締役を変更

NewJeansは、ミン・OOの代表取締役復帰を含む多数の是正事項を伝え、是正されない場合は専属契約を解約すると通知

ADORが上記通知に対する回答をする日にNewJeansは記者会見を開き、ADORとの専属契約を解約する旨発表

ADORはNewJeansを相手に専属契約有効確認の訴えを提起

ハイブ・マルチレーベルの構造

100% 100% 80% 80%

ビッグヒット・ミュージック ビリーフラップ ソースミュージック アドア
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広告モデルの品位保持義務に関する既存の法理（最高裁2009年5月28日言渡2006ダ32354判決）。

広告主が、モデルや有名芸能人、スポーツ選手等との間で広告モデル契約を締結して出演する有名芸能人等に一定水準の名誉を保持する義務

を課す品位保持約定をした場合、上記のような広告モデル契約は、有名芸能人等を広告に出演させることにより有名芸能人等が一般人に対して

有する信頼性、価値、名声等の肯定的なイメージを利用して広告される商品に対する一般消費者の購買意欲を高める目的で締結されるものである

ため、上記の広告に出演することにしたモデルは、上記のように一定水準の名誉を保持することとした品位保持約定に基づき、契約期間中、広告に適

した自らの肯定的なイメージを保持することにより、それから生じる購買誘引効果等の経済的価値を保持しなければならない契約上の義務、いわ

ゆる品位保持義務があり、これを履行しない場合には、広告モデル契約に関する債務不履行による損害賠償債務を免れない。

契約

条項

モデルは、本契約期間中、広告モデルとしての自身の品行が広告主に対し、直接的な影響を及ぼす可能性があることを深く認識し、現行法令を
違反し、又は公人としての品位を損なう行為（飲酒運転、ひき逃げ、暴行、校内暴力、麻薬又は向精神薬の不正使用、詐欺、性犯罪、賭博、
脱税、関税法違反等各種犯罪の疑いで立件され、又はモデルが自認する場合をいう。）によって社会的物議を醸すことにより、広告主の商品
イメージ及び企業イメージを傷つけ、又は広告効果を減少させる行為をしてはならない。ただし、事実として確認されていないデマ、事実でないことが
確認された内容のマスコミ報道、ネットユーザーによる人身攻撃等はこれに含まれない。



契約

条項

OOOは、本ドラマに関する一切の活動が他人の著作権、その他知的財産権、名誉、プライバシーを侵害しないことを含め、大韓民国のいか

なる法令にも背かないことを保証し、本ドラマの制作放映と関連し、社会的物議（麻薬、姦通、詐欺等の罪により刑罰を受ける場合）を

醸して演技者としての品位を損なう行為をしてはならない。
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NAVER及びNAVERクラウドは、韓国企業初の超大規模言語モデル生成AIであるHyperCLOVA（ハイパークローバー）を開

発

HyperCLOVAを公開し、2023年8月、HyperCLOVAのアップグレード版であり、韓国語に特化した大規模な言語モデル

生成AIであるHyperCLOVA Xを公開

地上波放送3社は、ネイバーと締結したニュースコンテンツ提携契約に基づき、地上波放送3社が所有するニュースコンテ

ンツをネイバーに提供。当該契約によると、ニュースコンテンツ及び出所情報の知的財産権は放送3社に帰属する。

地上波放送3社は、NAVERがHyperCLOVA及びHyperCLOVA Xを開発・運用する際に放送3社の大量のニュースコン

テンツをAI学習データとして契約範囲を超えて利用したと主張し、問題を提起

放送3社はNAVERに著作権侵害訴訟を提起



1．NAVERなどによる

著作権侵害行為

生成AIの学習プロセス

学習データセットの構成及び構築において行われる放送3社のニュースコンテンツの保存、処理、複製、伝

達

上記構成された学習データセットの複製、伝達、二次的著作物の作成

反復学習及び技術の高度化の過程で繰り返される複製、伝達、二次的著作物の作成

学習の結果として生成された新しい産出物の複製権、伝達権、二次的著作物作成権の侵害

放送3社のニュースコンテンツを無断でスクレイピング及びクローリング

NAVERなどによる侵害行為の故意性は明白だと主張

2．NAVERなどによる

不正競争行為

第2条第1号（イ）－データの不正使用行為

第2条第1号（ワ）－成果盗用による不正競争行為

3．NAVERなどによる

民法上の不法行為

放送3社が相当な時間と費用を投資して制作した記事は法的保護が必要だと主張

NAVERなどの行為は商取引慣行や公正な競争秩序に反するものであり、放送3社との協力関係や信頼関

係をも損なうと主張
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日本のマネジメント契約の法的論点
ー契約終了後の芸名の使用について

２０２５年４月４日
弁護士知財ネット理事

弁護士
照井 勝

1



1. 日本のマネジメント契約の特徴①

 アーティストがマネジメント会社に独占的なマネ
ジメント業務を委託する

 マネージャー、税理士又は弁護士などのスタッフ
は、アーティストではなくマネジメント会社が雇う

 アーティストの出演契約は、マネジメント会社と
放送局などとの間の２当事者間契約が通常である

2



1. 日本のマネジメント契約の特徴②

 アーティストが当事者となり、３当事者間契約と
なることはない

 結果として、マネジメント会社がアーティストに対
して圧倒的な交渉力を有することが多い

 このような実態を考慮して、マネジメント契約に
関する裁判においては、労働法が適用（又は類推
適用）されることもある

3



2. マネジメント契約における
芸名の使用に関する規定①

 「芸名に関する権利は、マネジメント会社に帰属
するものとする」と規定されるのが通常である

 また、マネジメント会社の許諾がない限り、アー
ティストは、マネジメント契約終了後、その「芸名」
を使用することができないと規定される場合があ
る

 「帰属する」という曖昧な表現

4



2. マネジメント契約における
芸名の使用に関する規定②

 参考： 著作権法２９条１項（著作権法 -日本語
／英語 -日本法令外国語訳DBシステム）

 芸名に関する権利は、マネジメント会社に原始
的に発生するのか、アーティストに発生したものが
マネジメント会社に譲渡（又は許諾）されるのか明
記しないのが通常である

 マネジメント会社の本音（？）

5



3. 解釈上の論点①

 一般的に、芸名は、パブリシティ権により保護さ
れると解釈されている

日本においてパブリシティ権は、最高裁判例
（2012年2月2日）により認められている（Details of 
2009 (Ju) 2056 | Judgments of the Supreme 
Court）。但し、制定法により直接保護されている
ものではない

6



3. 解釈上の論点②

 そのため、法律の文言ではなく、過去の裁判例
や学説の解釈に委ねられている主要な論点が数

多く存在する

 例えば、多くの裁判例・通説は、パブリシティ権
は一身専属的な権利であり、第三者に譲渡するこ
とはできないという見解を採用している（但し、反
対説も存在する）

7



3. 解釈上の論点③

 したがって、判例・通説によれば、マネジメント契
約終了後、アーティストはその芸名を自由に使用
できることになるが、上記のとおり、多くのマネジメ
ント契約においてその使用が制限されている

 結果として、マネジメント契約終了後の芸名の使
用を制限する条項の法的有効性が争われること
がある

8



3. 解釈上の論点④

 争点となる場合は、主として下記の３つである

（１） 本名と芸名が同一の場合

（２）本名と芸名が異なる場合

（３） グループ名／バンド名の場合

9



4. パラダイムシフトになるか？

公正取引委員会により公表された『音楽・放送番
組等の分野の実務家と芸能事務所との取引等に
関する実態調査報告書』（2024年12月）が実務に
与える影響

マネジメント会社が芸名を商標登録している場合
は、どのように考えるべきか？

10



ご清聴ありがとうございました。

青山綜合法律事務所
弁護士 照井勝

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前5丁目46番2号
青山イースト＆ウェスト 1階
TEL: 03(3400)3861（代表）
FAX: 03(3400)3879

E-mail: terui@aoyamalaw.com
Web: http://www.aoyamalaw.com/
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일본 매니지먼트 계약의 법적 논점
- 계약종료 후의 예명 사용에 대하여

2025년 4월 4일
변호사지재넷(弁護士知財ネット) 이사

변호사
데루이 마사루(照井勝) 

1 



1. 일본 매니지먼트 계약의 특징①

 아티스트가 매니지먼트 회사에 독점적인
매니지먼트 업무를 위탁

매니저, 세무사 또는 변호사 등의 스태프는
아티스트가 아닌 매니지먼트 회사가 고용

아티스트의 출연 계약은 매니지먼트 회사와
방송국 등과의 사이의 2당사자간 계약이
일반적

2 



1. 일본 매니지먼트 계약의 특징②

 아티스트가 당사자가 되어 3당사자 간
계약이 되는 일은 없음

결과적으로, 매니지먼트 회사가 아티스트에
대하여 압도적인 교섭력을 가지는 경우가 많음

이러한 실태를 고려하여, 매니지먼트 계약에
관한 재판에서는 노동법이 적용(또는 유추
적용)되는 경우도 있음

3 



2. 매니지먼트 계약에서의
예명 사용에 관한 규정①

 ‘예명에 관한 권리는 매니지먼트 회사에
귀속되는 것으로 한다’고 규정되는 것이 일반적

또한, 매니지먼트 회사의 허락이 없는 한, 
아티스트는 매니지먼트 계약 종료 후에 그
‘예명’을 사용할 수 없다고 규정되는 경우가
있음

‘귀속된다’라는 애매한 표현

4 



2. 매니지먼트 계약에서의
예명 사용에 관한 규정②

 참고: 저작권법 제29조 제1항(저작권법-
일본어/영어-일본법령 외국어번역 DB시스템) 

예명에 관한 권리가 매니지먼트 회사에
원시적으로 발생하는 것인지, 아티스트에게
발생한 것이 매니지먼트 회사에 양도(또는
허락)되는 것인지 명기하지 않는 것이 일반적

매니지먼트 회사의 본심(?) 
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3. 해석상의 논점①

 일반적으로 예명은 퍼블리시티권에 의해
보호된다고 해석

일본에서 퍼블리시티권은 최고재판소판례
(2012년 2월 2일)에 의해 인정 되고 있음
(Details of  2009 (Ju) 2056 | Judgments of the 
Supreme Court). 단, 제정법에 의해 직접
보호되고 있는 것은 아님
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3. 해석상의 논점②

 그 때문에, 법률의 문언이 아닌 과거의
재판례나 학설의 해석에 맡겨져 있는 주요한
논점이 많이 존재

예를 들어, 많은 재판례·통설에서는
퍼블리시티권은 일신전속적인 권리이며, 
제3자에게 양도할 수 없다는 견해를 채택하고
있음(단, 반대설도 존재) 
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3. 해석상의 논점③

 따라서, 판례·통설에 따르면 매니지먼트 계약
종료 후, 아티스트는 그 예명을 자유롭게
사용할 수 있게 되지만, 위와 같이 많은
매니지먼트 계약에서 그 사용이 제한되고 있음

결과적으로, 매니지먼트 계약 종료 후의
예명의 사용을 제한하는 조항의 법적 유효성이
다투어지는 경우가 있음
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3. 해석상의 논점④

 쟁점이 되는 경우는 주로 다음 3가지임

(1)본명과 예명이 동일한 경우

(2)본명과 예명이 다른 경우

(3)그룹명/밴드명의 경우
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4. 패러다임의 전환이 될 것인가? 

공정거래위원회에 의해 공표된
『음악·방송프로그램 등의 분야의 실무가와
연예기획사와의 거래 등에 관한
실태조사보고서』(2024년 12월)이 실무에 주는
영향

매니지먼트 회사가 예명을 상표 등록한
경우에는 어떻게 생각해야 하는가? 
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